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厚生労働省 令和２年度予算概算要求の内容を公表

厚生労働省は令和元年８月29日に令和元年度「予算概算要求」の内容を公表した。

令和２年度の厚生労働省障害保健福祉部の所管部分の概算予算額は２兆1,475億円（対

前年度1,579億円増、伸率7.9％）で、障害福祉サービス関係費は、1兆6,360億円と、

前年度より1,323億円の増額（伸率8.8％）となる。そのうち、障害児・者に対する良質

な障害福祉サービス、障害児支援の確保として1兆5,789億円と、前年度より1,247億円

の増額要求となる。

また、地域生活支援事業等の拡充に関しては前年度より76億円増の571億円、障害福

祉サービス提供体制の整備に関しては前年度より11億円増の80億円が要求されている。

以下、厚生労働省障害保健福祉部の概算要求を報告する。

令和２年度 障害保健福祉部概算要求の概要

◆予算額

（令和元年度予算額） （２年度要求額） （対前年度増 ▲減額、伸率）
１兆9,896億円 → 2兆1,475億円 （＋1,579億円、＋7.9％）

◆障害福祉サービス関係費（自立支援給付費＋障害児措置費・給付費＋地域生活支援事業費等）

（令和元年度予算額） （２年度要求額） （対前年度増 ▲減額、伸率）
１兆5,037億円 → １兆6,360億円 （＋1,323億円、＋8.8％）

【 主 な 事 項 】

■ 良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保 1兆5,789億円

■ 地域生活支援事業等の拡充【一部新規】 571億円

■ 障害福祉サービス提供体制の基盤整備 80億円

■ 聴覚障害児への支援など障害児支援の推進【一部新規】 24億円

■ 芸術文化活動の支援の推進【一部新規】 4.6億円

■ 視覚障害者等の読書環境の向上【一部新規】 5.3億円

■ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【一部新規】 10億円

■ 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進【一部新規】 5.2億円

■ 障害者に対する就労支援の推進【一部新規】 17億円

■ 依存症対策の推進【一部新規】 12億円

https://www.facebook.com/ZENSHIREN
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（※（ ）内の金額は令和元年度当初予算額）

１．障害福祉サービス等の確保、地域生活支援などの障害児・障害者支援の推進
２兆１，２４２億円（１兆９，６６８億円）

○障害福祉サービス等の確保、地域生活支援等

（１）障害児・障害者に対する良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保

1兆5,789億円（1兆4,542億円）

うち障害児支援関係 3,439億円（2,810億円）

障害児・障害者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスや障害

児支援を総合的に確保する。

（２）地域生活支援事業等の拡充【一部新規】 571億円（495億円）

障害者の理解促進や意思疎通支援など障害児・障害者の地域生活を支援する事業に

ついて、地域の特性や利用者の状況に応じ、事業の拡充を図る。また、国として促進

すべき事業について、「地域生活支援促進事業」として位置付け、質の高い事業実施

を図る。

（３）障害福祉サービス提供体制の基盤整備（社会福祉施設等施設整備費）

80億円（69億円）

※臨時・特別の措置分を除く

障害者等の社会参加支援や地域生活支援を更に推進するため、就労移行支援事業等

を行う日中活動系事業所やグループホーム、障害児支援の拠点となる児童発達支援セ

ンター等の整備を促進する。

（４）障害児・障害者への良質かつ適切な医療の提供 2,596億円（1,460億円）

心身の障害の状態を軽減し、自立した日常生活等を営むために必要な自立支援医療

（精神通院医療、身体障害者のための更生医療、身体障害児のための育成医療）や障

害児入所施設等を利用する者に対する医療を提供する。また、自立支援医療の利用者

負担のあり方については、引き続き検討する。

（５）特別児童扶養手当、特別障害者手当等 1,720億円（1,681億円）

特別児童扶養手当及び特別障害者手当等の支給を行う。

（６）障害福祉の仕事の魅力発信【新規】 15百万円及び地域生活支援事業の内数

障害福祉分野における多様な人材の参入を促進するため、障害福祉の仕事の魅力を

伝えるためのパンフレット・動画等の作成や、地域の関係機関等と連携し、障害福祉

の現場を知るための体験型イベント等の開催を行う。

（７）障害福祉分野における生産性向上の推進

①障害福祉分野におけるロボット等導入支援 3.8億円（15百万円）

障害福祉の現場におけるロボット技術の活用による介護業務の負担軽減等を推進する

ため、ロボット等の施設・事業所への導入を支援する。

②障害福祉分野におけるICT導入支援モデル事業【新規】 2.0億円

障害福祉分野における生産性向上に向けた取組を促進するため、障害福祉サービス事

業所等におけるICT導入を支援し、その効果を測定・検証するモデル事業を実施する。
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（８）障害児・障害者虐待防止、権利擁護などに関する総合的な施策の推進

①障害者虐待防止の推進 地域生活支援促進事業のうち6.1億円（6.1億円）

都道府県や市町村で障害児・障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後

の適切な支援を行うため、専門性の高い職員による家庭訪問や相談等を行うとともに、

地域の関係機関の協力体制の整備、関係機関職員への研修等の実施、障害児・障害者虐

待の通報義務等の制度の周知を図ることにより、支援体制の強化を図る。

②障害児・障害者虐待防止・権利擁護に関する人材養成の推進 13百万円（13百万円）

国において、障害児・障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割

を担う者を養成するための研修等を実施する。

③成年後見制度の利用促進のための体制整備 地域生活支援事業の内数

成年後見制度の利用に要する費用の補助や法人後見に対する支援等を推進することに

より、成年後見制度の利用を促進する。

（９）重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援 8.9億円（8.9億円）

重度障害者の地域生活を支援するため、重度障害者の割合が著しく高いこと等によ

り訪問系サービスの給付額が国庫負担基準を超えている市町村に対する補助事業につ

いて、小規模な市町村に重点を置いた財政支援を行う。

（１０）障害児支援の推進

①障害児施策におけるインクルーシブな支援の推進【新規】

地域生活支援促進事業のうち19億円

児童発達支援センターにソーシャルワーカーを配置し、子育て世代包括支援センター

等や市区町村子ども家庭総合支援拠点等との連携を促進するとともに、発達の気になる

子どもと家族の相談支援を実施する。

また、子育て親子等が集まる施設・場へ巡回し、障害の早期発見・早期対応のための

助言や戸別訪問による支援を実施する。

②医療的ケア児への支援の拡充【一部新規】

地域生活支援促進事業のうち2.0億円（1.3億円）及び54百万円（75百万円）

地域において、医療的ケア児を受け入れる体制を促進するため、医療的ケア児等コー

ディネーターの配置や医療的ケア児等への支援者の養成を行うとともに、地域で関係者

が協議を行う場の設置や、医療的ケア児等に対応する看護職員確保のための体制構築、

医療的ケア児等の家族への支援を行うなど、総合的な支援を実施する。

また、ICTを活用し、外出先でも適切な医療を受けられる体制の整備を図る。

③聴覚障害児支援の推進

ア 聴覚障害児支援のための中核機能の強化【新規】

地域生活支援促進事業のうち2.1億円

保健・医療・福祉・教育の連携強化のための協議会の設置や保護者に対する相談

支援、人工内耳・補聴器・手話の情報等の適切な情報提供、聴覚障害児の通う学校

等への巡回支援などを行う聴覚障害児支援のための中核機能の整備を図る。

イ 手話通訳等の体制整備の充実 地域生活支援事業の内数

手話通訳者等の派遣などの意思疎通支援の充実や手話奉仕員養成研修の推進な

ど、市区町村における手話通訳等の体制整備を図る。
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（11）教育と福祉の連携の推進【一部新規】

地域生活支援事業の内数及び9百万円（3百万円）

市町村内における家庭・教育・福祉の連携促進及び地域支援対応力の向上を図るた

め、発達障害、医療的ケア児等について協議を行う場の設置や福祉機関と教育機関等

との連携の役割を担うコーディネーターを市町村に配置する。

また、国立障害者リハビリテーションセンターにおいて、発達障害における教育分

野や福祉分野の情報を一元管理し、保護者等がその情報を活用しやすくするためのポ

ータルサイトを構築する。

（12）障害者施策に関する調査・研究の推進 ８億円（５億円）

障害者施策全般にわたり解決すべき課題について、現状と課題を科学的に検証・分

析し、その結果を政策に反映させていくため、調査・研究等への補助を拡充する。

○障害児・障害者の自立及び社会参加の支援等

（１）芸術文化活動の支援の推進【一部新規】 4.6億円（3.0億円）

障害者文化芸術活動推進法（平成30年６月施行）を踏まえ、芸術文化活動（美術、

演劇、音楽等）を通した障害者の社会参加を一層推進するため、地域における障害者

の芸術文化活動への支援（相談、研修、ネットワークづくり等）を強化するとともに、

全国に展開する。また、全国障害者芸術・文化祭開催県にコーディネーターを配置し、

各地域でのサテライト開催との連携促進を図る。

（２）障害者自立支援機器の開発の促進【一部新規】 2.0億円（1.2億円）

障害者自立支援機器の実用的製品化を促進するため、真に必要な機器のニーズ発掘

のためのモデル事業を新たに実施することによる企業のシーズと障害者のニーズとの

マッチング強化や機器の開発企業に対する支援を実施するとともに、特に障害者のニ

ーズが高い製品を特定し、その開発に取り組む企業に対する支援を強化する。

（３）視覚障害者等の読書環境の向上【一部新規】

3.0億円（3.8億円）及び地域生活支援促進事業のうち2.3億円

「視覚障害者等の読書環境の整備の促進に関する法律」（読書バリアフリー法）の

成立（令和元年６月28日公布・施行）を踏まえ、障害者の読書環境の向上を一層推

進するため、障害者が利用しやすい図書の製作やサピエ（※）を活用した提供を促進
するとともに、新たに、点字図書館と公共図書館の連携強化や、肢体不自由等の障害

や読字障害も含めた視覚障害者等の身近な地域における読書環境の整備等を推進す

る。また、地域の障害者に対するICT機器やサピエの利活用支援を行い、情報アクセ

シビリティの向上を図る。

※サピエ：視覚障害者等が、インターネットを活用して点字・音声図書をダウンロー

ドできるシステム

（４）障害児・障害者の社会参加の促進【一部新規】

29億円（26億円）及び地域生活支援事業等の内数

手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者向け通訳・介助員養成の支援、電話リレーサー

ビスや失語症者向け意思疎通支援者の派遣の全国的な実施、身体障害者補助犬の育成

等により、障害児・障害者の社会参加の促進を図る。
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２．地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進
２２３億円（２１４億円）

（※地域生活支援事業計上分を除く）

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【一部新規】

10億円（5.7億円）

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、住まいの確保支

援を含めた精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す。このため、

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科病

院、その他医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制

を構築し、地域の課題を共有した上で、地域包括ケアシステムの構築に資する取組を

行う。

また、新たに、精神保健福祉士等を精神科病院等に配置し、精神障害者の一般住宅

での継続的な地域生活を支援するためのモデル事業等を実施する。

（２）精神科救急医療体制の整備 17億円（17億円）

地域で生活する精神障害者の病状の急変時において、早期に対応が可能な医療体制

及び精神科救急情報センターの相談体制を確保するため、引き続き地域の実情に応じ

た精神科救急医療体制を整備する。

また、依存症患者が救急医療を受けた後に適切な専門医療や支援等を継続して受け

られるよう、依存症専門医療機関等と精神科救急医療施設等との連携体制を構築する。

（３）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療提供体制の整備の推進

191億円（189億円）

心神喪失者等医療観察法に基づく医療を円滑に行うため、引き続き指定入院医療機

関を整備し、地域偏在の解消を進める。

また、指定医療機関の医療従事者等を対象とした研修や指定医療機関相互の技術交

流等により、更なる医療の質の向上を図る。

（４）てんかんの地域診療連携体制の整備 18百万円（8百万円）

てんかんの治療を専門的に行っている医療機関を｢てんかん診療拠点機関｣として指

定し、関係機関との連携･調整等の実施及び各診療拠点機関で集積された知見の評価･

検討を行うため｢てんかん診療全国拠点機関｣を設け、てんかんの診療連携体制を整備

する。

（５）摂食障害治療体制の整備 14百万円（10百万円）

摂食障害の治療を専門的に行っている医療機関を「摂食障害治療支援センター」と

して指定し、関係機関との連携・調整等の実施及び各支援センターで集積された知見

の評価・検討を行うため「摂食障害全国基幹センター」を設け、摂食障害の診療連携

体制を整備する。
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３．発達障害児・発達障害者の支援施策の推進 ５．２億円（３．８億円）
（※地域生活支援事業計上分を除く）

（１）発達障害児・発達障害者とその家族に対する支援【一部新規】

地域生活支援促進事業のうち2.5億円（1.3億円）

都道府県及び市町村において、同じ悩みを持つ本人同士や発達障害児者の家族に対

するピアサポートや発達障害児者の家族に対するペアレントトレーニング等のほか、

新たに発達障害者の青年期の居場所作り等を実施することにより、発達障害児者及び

その家族の支援を推進する。

（２）発達障害の初診待機解消 地域生活支援促進事業のうち82百万円（81百万円）

発達障害児者の診断に係る初診待機の解消を進めるため、発達障害の医療ネットワ

ークを構築し、発達障害の診療・支援ができる医師の養成を行うための実地研修等を

実施するとともに、発達障害のアセスメントの実施や医療機関におけるアセスメント

に対応できる職員の配置などにより、診断を行う医療機関の負担を軽減することで、

医療機関での診療にかかる時間の短縮を図る。

（３）発達障害に関する理解促進及び支援手法の普及【一部新規】1.5億円（1.4億円）

全国の発達障害者支援センターの中核拠点としての役割を担う、国立障害者リハビ

リテーションセンターに設置されている「発達障害情報・支援センター」で、発達障

害に関する各種情報を発信するとともに、困難事例に係る支援をはじめとする支援手

法の普及や国民の理解の促進を図る。

また、「世界自閉症啓発デー」(毎年4月2日) などを通じて、自閉症をはじめとする

発達障害に関する正しい理解と知識の普及啓発等を行う。

４．障害者に対する就労支援の推進 １７億円（１４億円）

（※地域生活支援事業計上分を除く）

（１）工賃向上等のための取組の推進

地域生活支援促進事業のうち3.7億円（2.9億円）

一般就労が困難な障害者の自立した生活を支援する観点から、就労継続支援事業所

などに対し、経営改善、商品開発、市場開拓や販路開拓等に対する支援を行うととも

に、在宅障害者に対するICTを活用した就業支援体制の構築や販路開拓等の支援等を

実施する。

また、全都道府県において、関係者による協議体の設置により共同受注窓口の機能

を強化することで、企業等と障害者就労施設等との受発注のマッチングを促進し、障

害者就労施設等に対する官公需や民需の増進を図ることに加え、農福連携に係る共同

受注窓口の取組を行うことを支援する。

（２）障害者就業・生活支援センター事業の推進

地域生活支援促進事業のうち8.2億円（8.1億円）

就業に伴う日常生活の支援を必要とする障害者に対し、窓口での相談や職場・家庭

訪問等による生活面の支援などを実施する。

また、就労継続支援事業の利用から一般就労への移行や、加齢や重度化による一般

就労から就労継続支援事業の利用への移行など障害者の能力に応じた就労の場に移行

できるようにするための支援を行う。
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（３）農福連携による障害者の就農促進

①農福連携による障害者の就農促進プロジェクトの実施【一部新規】

地域生活支援促進事業のうち3.2億円（2.7億円）

農業分野での障害者の就労支援に向け、障害者就労施設等への農業の専門家の派遣に

よる農業技術に係る指導・助言や６次産業化支援、農業に取り組む障害者就労施設等に

よるマルシェの開催等の支援を実施する。また、2020年東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会に合わせて、都道府県単位やブロック単位で開催できるよう、農福連携

マルシェ開催支援事業を拡充する。

②林・水産業等向け障害者就労のモデル事業の実施【新規】 1.5億円

農福連携をはじめとする産業・福祉連携を推進するため、農作業の枠を越えて、林業

や水産業等といった地域に根ざした第１次産業分野での地域課題解決型の障害者就労の

モデル事業を実施し、ガイドブック（事例集・マニュアル）を作成するとともに関係者

による農福連携等推進協議会を開催することにより、横展開を図る。

③農福連携に対応した地域関係者を結ぶ共同受注窓口の取組強化（再掲）

全都道府県において、関係者による協議体の設置により共同受注窓口の機能を強化す

ることで、企業等と障害者就労施設等との受発注のマッチングを促進し、障害者就労施

設等に対する官公需や民需の増進を図ることに加え、農福連携に係る共同受注窓口の取

組を支援する。

（４）工賃等向上に向けた全国的支援体制の構築 12百万円（12百万円）

全国の工賃・賃金向上の実事例を収集し周知するとともに、工賃・賃金の一層の向

上を目指す就労継続支援事業所を支援するモデル事業を実施する。

５．アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・ギャンブル等依存症対策の推進

１２億円（８．２億円）

○依存症対策の推進 12億円（8.1億円）

（１）全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備 1.1億円（77百万円）

依存症者やその家族等が適切な治療や必要な支援を受けられるよう、アルコール・

薬物・ギャンブル等の依存症対策の全国拠点機関において、都道府県等の指導者の養

成研修を実施するとともに、ICD-11に新たな疾患として位置付けられたゲーム障害

にも対応できる指導者の養成研修を実施することにより、依存症に係る医療・支援体

制の整備を強化する。

（２）地域における依存症の支援体制の整備【一部新規】（一部再掲）11億円（7.0億円）

依存症者やその家族等が地域で適切な治療や必要な支援を受けられるよう、引き続

き都道府県等における人材養成、医療体制・相談体制及び包括的な連携協力体制の整

備を推進するとともに、受診後の患者支援に係るモデル事業を拡充する。

また、依存症患者が救急医療を受けた後に適切な専門医療や支援等を継続して受け

られるよう、依存症専門医療機関等と精神科救急医療施設等との連携体制を構築する。

これらの他、ギャンブル依存症対策推進基本計画を踏まえ、ギャンブル等依存症問

題実態把握に係る調査を実施するとともに、依存症者やその家族等が地域の治療や支

援につながるよう、依存症に関する正しい知識と理解を広めるための普及啓発を実施

する。
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（３）依存症問題に取り組む民間団体の支援

①民間団体支援事業（全国規模で取り組む団体） 50百万円（29百万円）

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症者やその家族等の支援について、全国規模

で実施している自助グループ等民間団体における支援ネットワークの構築や相談支援体

制の強化を図る。

②民間団体支援事業（地域で取り組む団体） 地域生活支援事業の内数

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症者やその家族等の支援について、地域で実

施している自助グループ等民間団体の活動（ミーティング活動や相談支援、普及啓発活

動等）に関する支援を行う。

○アルコール健康障害対策の推進 17百万円（17百万円）

（１）アルコール健康障害対策理解促進事業 11百万円（11百万円）

アルコール関連問題啓発週間関係事業の開催やポスターの作成等により、アルコー

ル健康障害に関する正しい理解の普及啓発を行う。

（２）アルコール健康障害対策連携推進事業 3百万円（3百万円）

都道府県のアルコール健康障害対策推進計画の進捗状況の確認等を実施するため、

有識者（アドバイザー）等派遣や担当者会議を開催し、都道府県のアルコール健康障

害対策を推進する。

６．東日本大震災等の災害からの復旧・復興への支援

（１）障害福祉サービスの再構築支援（復興） 2.1億円（2.1億円）

被災地の障害者就労支援事業所の業務受注の確保、流通経路の再建の取組や障害福

祉サービス事業所等の事業再開に向けた体制整備等に必要な経費について、財政支援

を行う。

（２）避難指示区域等での障害福祉制度の特別措置（復興） 16百万円（15百万円）

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区域等及び上位所得層を除

く旧緊急時避難準備区域等・旧避難指示解除準備区域等の住民について、障害福祉サ

ービス等の利用者負担の免除の措置を延長する場合には、引き続き市町村等の負担を

軽減するための財政支援を行う。

（３）被災地心のケア支援体制の整備（一部復興）

3.5億円及び被災者支援総合交付金（167億円）の内数（3.9億円）

東日本大震災による被災者の精神保健面の支援のため、専門職による相談支援等を

実施するとともに、自主避難者等への支援などを通じて、引き続き専門的な心のケア

支援を図る。また、被災地の様々な心のケア活動に係る調査研究等を実施する。

さらに、熊本地震による被災者の専門的な心のケア支援を引き続き実施するとともに、

平成30年７月豪雨による被災者の心のケアに対応するため、市町村等が行う被災者

の専門的な心のケア支援を引き続き実施する。

※上記のほか、各自治体の復興計画で令和２年度に復旧が予定されている東日本大震災で

被災した障害福祉サービス事業所等の復旧に必要な経費について、財政支援を行う。
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国44機関 障害者雇用率2.31％ 17機関が法定下回る

厚生労働省は8月28日、中央省庁など国の44機関が雇用する職員のうち障害者の割合

を示す障害者雇用率が今年6月1日時点で2.31％だったと発表した。障害者に限定した初

の国家公務員試験をするなどして、水増しが判明した昨年同月時点の1.22％よりも増え

たが、公的機関の法定雇用率の2.5％に達していない。

機関別では、防衛省など17機関が法定雇用率を下回った。

雇用する障害者数は前年と比べて3,278人多い6,237人。統計上は、重度の障害者を

二人、短時間勤務を0.5人と数えるため7577.0人となり、前年よりも3674.5人増えた。

法定率を超えたのは27機関。省庁など行政関係が22、衆院事務局など立法関係が5、

最高裁など司法関係はゼロ。昨年は8機関だった。平均は、行政が2.40％（前年1.24％）、

立法が2.74％（同1.03％）、司法が1.16％（同0.98％）。

行政機関でみると、昨年10月から今年6月までに統計上、3867.5人を新たに採用した

が、約7割の2667.5人は非常勤の職員だった。立法・司法の機関は、非常勤を区別して

統計を取っていない。

統計上、新採用のうちで既に離職したのは161.0人。うち159.0人は非常勤だった。

理由は62.0人が雇用期間満了。本人都合が42.0人、職場環境への不適合が20.0人。

障害者に対する職場アンケートには8割以上が「満足」「やや満足」と答えたが、自由記

述では「仕事が合わない」「遠慮無く相談できる環境がほしい」などの意見も目立ったと

いう。
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障害者への配慮ガイド本 福岡県が作成、7分野別に紹介

福岡県は、日常生活の中で障害のある人に配慮すべきポイントをまとめた「合理的配慮

ガイドブック（分野別編）」を作成した。医療や教育など7分野別に、視覚や聴覚など障害

の種類に応じてどんな接し方が望ましいかを事例を挙げて紹介している。

福岡県は2017年10月に障害者への不当な差別的扱いを禁じる「障がい差別解消推進

条例」を施行。条例の趣旨を広く知ってもらおうと、昨年、受け付けや緊急時など障害者

への基本的な配慮をまとめたガイドブックの「施設利用、情報提供、意思表示の受領編」

を発行した。

分野別編はこの続編。福祉サービス▽医療▽教育▽スポーツ・レクリエーション・文化

活動▽公共交通機関の利用▽不動産取引▽商品・サービス・役務の提供－について、利活

用してもらいやすいように8ページずつにまとめた。

例えば医療の場合、視覚障害者には検査内容や手順を説明し、検査台などに触れて確認

してもらう▽知的・発達障害者には、事前にどんなことをするのか図や写真を用いてゆっ

くり説明するなど。

A4判、カラー。2千部を無料配布するほか、県のホー

ムページから無料でダウンロードできる。県障がい福祉

課は「たくさんの団体や企業に活用してもらいたい」と

呼び掛けている。

また、障害者に安心して外出してもらおうと、ウェブ

上で公共施設や観光施設のバリアフリー情報を紹介する

「ふくおかバリアフリーマップ」を作成した。地図上の

施設をクリックすると、オストメイト（人工肛門や人工

ぼうこうを設けた人）対応トイレや自動ドア、点字案内

などの情報を絵文字で表示。英語、中国語、韓国語にも

対応している。

▽障がいのある人への合理的配慮ガイドブック▽

http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/hairyo-guidebook.html

9月の行事予定
7日(土)～8日(日) 東海北陸ブロック地域指導者育成セミナー 高山市民文化会館

14日(土) 全肢連第3回理事会 磐梯熱海 ホテル華の湯

14日(土) 全肢連第1回専門委員会 〃

14日(土)～15日(日) 第52回全国大会福島大会 〃

http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/hairyo-guidebook.html
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